
事業内容

①補助対象：管制塔を担う病院、支援病院（※）
②補助対象経費：医師・看護師の人件費、空床確保費
③負担割合：国1/3、県1/3、事業者1/3
（※）
・管制塔を担う病院
地域の中核となり、支援病院と連携し、救急患者受入体制を確保す
る病院
・支援病院
管制塔を担う病院と連携し、管制塔病院からの転送・紹介患者を受
け入れるために、管制塔病院への必要に応じた応援医師の派遣や空
床確保を行う病院

62,116 千円 0.2人

1,672 千円 0.2人

0 千円

0.0人

従事人員

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

終期設定

民間移譲

凍結(休止)

負担割合変更

・事業経費については、国1/3、県1/3、事業実施病院1/3の均等負担をすることで均衡を図って
いる。また、事業を実施する医療機関は適切な医療を提供することで、診療報酬を受けること
により、県民との受益と負担の適正化が図られている。

受益と負担の適正化

方 向 性

事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長

新規 拡充

・管制塔を担う病院を確保することで救急患者を所見し、患者の症状に応じた適切な医療を、
空きベッドを有し医師が待機した支援病院に搬送することで、地域において安心できる（患者
搬送受入を断らない）救急医療体制が県内で確立でき、有効である。

・国庫補助制度を活用し、医療機関、担当医師、空きベッドを確保することで、地域において
安心できる救急医療体制の確立を図る事業であり、コストは国：県：事業者＝１：１：１の割
合で負担し、地域で効率的に運営される見込みである。

必 要 性

・県は医療機関に対し担当医師、空きベッドを確保する経費を補助し、医療機関は適切な医療
提供を行う。市町は、次期救急(初期・軽症)体制、２次救急(重症)体制を担っており、相互に
補完しつつ医療提供を行う。

従事人員

－
1圏域

・医師不足、医療機関の減少等による救急医療体制の脆弱化が指摘される中、救急患者が断ら
れることなく適切な医療を受けられるような体制を構築していく必要がある。

60,444 千円

従事人員

事業開始年度 平成20年度

平成21年度当初予算額

(30,222 千円)

従事人員

所管部局課名

担当者電話番号

健康福祉部健康局医務課

企画調整係 078-362-4351
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0圏域

(62,116 千円)
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救急医療体制の脆弱化が指摘されている中、地域において安心できる（患者搬送受入を断らな
い）救急医療体制を確立するとともに、患者の症状に応じた適切な医療を提供する医療機関を迅速
に選択できる体制を県民すべてが享受できるよう、各医療圏域において、管制塔を担う病院及び支
援病院を確保し、体制整備を進めていく。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

有 効 性

効 率 性

目標の達成度
を示す指標

－

指標名

(0 千円)

平成20年度当初予算額

(0 千円)

区 分

0.0人

年度

8圏域

施策名

事業名

安全・安心な社会づくり（医療体制の整備）

管制塔機能救急医療機関支援事業

平成19年度決算額

(0 千円)

① 地域において安心出来る（搬送受入を断らない）救急医療体制の構築
② 患者の症状に応じた適切な医療を医療機関が迅速に選択し医療を提供

0 千円

0 千円

従事人員

①県下全域において安心出来る（搬
送受入を断らない）救急医療体制の
構築

目 標

目標値 H19

[目標設定理由]
全ての県民が安心し、等しく適切な医療を受けられる
体制を構築する必要があるため
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（①＋②）

0.0人0 千円

事業目的

従事人員

0.0人0 千円 0 千円

実施圏域数 25年度


